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要約＝我が国における代表的なデータバンク事業やネットワークシステムの事例調査分析を実施し、本研究所におけ

る子ども・家庭データバンク事業と比較考察し、次のような課題、必要性が指摘された。

1　情報集積から提供へとすすむシステムと提供のために情報集積するシステムの特徴、相違を踏まえ、汎用コンピュ

　ータをホストにおいた集中型システムの検討が必要である5

2　情報システムにおけるクローズドシステムとオープンシステムのそれぞれの特性を考慮し、特に利用対象者の拡大

や実質的なオープン化の方向が必要である。

3　システムネットワークを展開させる上で、オフラインとオンラインの併用とともに1片方向性のみならず双方向性

　を視野においた事業展開が必要。また、情報提供者の専門性を活かしたレファレンス・サービスや情報堤供ネットワ

　ークの充実が必要である。

見出し語＝データバンク、情報システム、集中型システム、母子保健及び子ども家庭福祉、コンピュータネットワーク
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1　目的

　’近年国内外の子ども家庭福祉、母子保健にかかわる専

．門情報の蓄積及び検索、提供を総合的、効果的に行って

いく必要性が高まっている。本研究所における子ども・

家庭データバンク事業は現在その一環として機能し、一

定の役割を果たしているが、近接のデータバンク亭業や

ネットワークシステムの動向を踏まえ、今後一層その体

系的な機能を強化するために検討を加える必要がある。

　このため、この事業に類する他の情報事業のシステム

ネットワークに関する事例調査分析を行い、比較考察を

行うものである。

E　方法

　事例調査は、その実施目的やシステム構成の異なるい

くつかの事例を抽出して、継続し七行う予定である。本

年度においては、以下の調査対象について、及び以下の

方法により実施した。

1　調査の対象

　（1）東京都母子保健サービスセンター

東京都母子保健サービスセンターは、母性及び乳幼児

の健康の保持及び増進に関する施策の推進に資すること

を目的として1987年に設置された。同センター情報シス

テムは母子保健・医療に携わる都内の諸機関とのネット

ワーク化を通じて、連絡・協力体制を推進すること、更

にこれらの機関が保有している種々の情報を有効に活用
　　　　　　　ヒ
することにより、行政施策を推進するために必要な疫学

情報を集め、ひいては都民等に適切な情報を提供するこ

とを目的としている。母子保健にかかわる情報システム

として我潜国における先駆的な事業を進めてきた実績を

持つ。

　（2）国立婦人教育会館婦人教育情報センター

　国立婦人教育会館は婦人教育の振興を図るため、婦人

教育指導者その他の婦人教育関係者に対する実践的な研

修及び婦人教育に関する専門的な調査研究を行うことを

目的として1977年に開設された。婦人情報センターは同

会館の情報機能を充実させるため、専門図書室として19

79年に開設された。唯一の国立の婦人教育施設として全

国的な情報センター的役割を果たすため、1988年婦人教

育情報センターと改組された。女性及び家族に関する分

野の幅広い情報を集積している会館の特長を生かし、全

国的なネットワークの展開を図りつつある。

2　方法

　上記2機関にっいて、訪問によるヒアリング調査・視

察見巣並びに資料調査を実施し、分祈検討結果にうい

て総合的討論を経てまとめた。

コンビュータ上のデータベース
　　　（オンライン）

一方向

双方向

乳幼児健診情報システム

図1　コンピュータを介した情報システム
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中村他：2．子ども家庭情報システムに関する現状分析

皿調査結果と考察

1　母子保健サービスセンター

　（1）情韓システムの特徴

　母子保健サービスセンターの情報事業は『情報の提供

（一方向），」、　r情報の収集・加工・還元（双方向、情

報処理）」の2つに大別できる（図1）。これらはコン

ピュータ を利用しているという共通点以外は全く異なっ

た事業であり、システム自体専用回線による、汎用コン

ピュータをホストにした集中型ネットワークである。

　（2）情報システムの現状

　システムの内容は図2に示した。このうち、乳幼児健

診データベースは、母子保健事業の市町村委譲にともな

い存続は困難になる。問題嵐を列挙すると、

1）健診を受けた乳幼児すべてのデータではないこと。

2）個人の識別が全くできず、問題を持つ子の追跡に用

　いることができないこと（個人情報の保護に関する条

　例）。

3）現状では、区部のデー タを収集できないたあ、東京

都全体を反映するデータにならないこと（データの均

　一性に欠ける）。

　また、図書文献・新聞情報システム（オンライン）は

廃止に踏み切った。廃止に至った理由は以下のとおりで

ある。

1）図書・文献コンテンツ、新聞タイトルのみのデータ

　ベースで内容が表示されない（利用頻度が低い）。

2）商業ボースで、大規模なもの力陀D－ROMで販売されて

　いる。

3）コスト・パフォーマンスが極めて悪い。

4）リプリントサービスに問題がある（著作権法）。

5）将来的にはニフティサーブ等の利用により新聞祉の

　データベースを直接利用する方向の方が得策。

　雛、データベースとして、母子保健サービスセンタ

ーが管理しているものは、病院の主として小児科専門外

来の情報をデータベース化した病院情報と都内の通園施

設を収録した施設情報の2つであり、いずれもディレク

トリー情報である。提供先は、保健所とネットワーク病

院である。

　これらの情報は定期的に修正が必要であり、現在2年

に1回再調査を繰り返し、データの更新をしている。

　診療能力情報は、新生児ICUと産科センター施設の空床

の有無に関するものであり、リアルタイムに空床がある

かどうカ＼その空床はどの範囲（重症度）の患者を受け

入れられるのカ＼例えぱ、 人工呼吸器を用意できるか、

手術ができる体制かなどの診療できる範囲を示した情報

システムである。

　この情報は、ネットワーク内産科施設、NI㎝施設と母

子保健サービスセンターを結んだ情報網であり、利用目

提供先

麟霞薦難嚢撫磁饗灘

華鱗購磁罎議鐵i難雛難灘

図害・文献・新聞
』灘

齪

情報シスァム 欝畿、耀羅購灘欝雛諺
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図2　母子保健サービスセンターの情報システム
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的はネットワーク内施設力湘互に連携をとり、周産期救

急を円滑に行うたあのものである。

　もう少し砕いていうと、産科、MCUの施設群が集合し

て・あたかも一つの周産期センターとして機能するよう

に、情報網を張り巡らしているものである。これは、東

京という特殊性に基づいたものであり、F複数の同等のセ

ンター施設が多数存在し、しかも人口も極めて多いとい

う地域特性が大きく関与している。したがって、他の自

治体の周産期救急体制とは必ずしも一致しない。

　元来、救急事業は救急患者を受け入れるセンター施設

（複数）、救急患者を送り込む側の組織（医師会など）、

救急患者の搬送を受け持つ組織（消防庁など）、これら

を相互に結ぶ情報システムが必要であり、この部分をセ

ンターが引き受けている。周産期救急は、分娩施設（一

次医療施設）から、より高度なセンター施設への患者転

送を主体にしており・救命と医療の質（後遺症の予防）

を重視している。

　（3）情報提供の方法

　　1）コンピュータを介した情報ネットワーク

　情報提供の仕方として、コンピュータを介した提供に

は、2通りある。一つは、一般公衆回線を利用したコン

ピュータ通信と、現在翻呆健サービスセンターや保健

医療情報センターで行われている専用回線で結んだクロ

ーズドネットワークである。クローズドネットワークは、

ネットワーク（線で結んだ）の範囲内への情報提供に限

られ、機密保持が必要な情報通信に適している。雛、

センターの情報システムでは、産科、新生児情報システ

ム（入院患者個々の情報）と乳幼児健診情報システム

羅　　　羅
産科分

要約

周産期医療
統計作成

計学的分析

経年変化

産期医療モニタリング

統計年報刊行

有益な医療
保健データ
　の公衰
マスコミ等）

別の依頼に対
した統計出力

N　I　CU
院要約

r　’

－　　　『　　　『

、」‘

　　、
　　、
　　、
　　、
　　　、
　　　、
　　　、
　　　　、
　　　　、

1

1　　’

　　r

　　！
り態人口

計資料 ネットワー

医療機関

槌機関の

末に提供

人口べ一ス

産期死亡
生児死亡
児死亡
死産

産婦死亡

　　　　　　＝

　　　　　　拶微字8鯨
　　　　　　ぱ男卿でな、契
　　　　　　冤が不號な内

ータ集計　　　　　年報刊行

　　　　　、乳幼児　　　’
　診

’一一一F一一P冒隠冒一’：　鰐覇雍匹1雌躍肇盗1獅　　　皮：：／’〃スク班　醐シヌテム：1　　その勉、　冒　一　一　冒　一　一　曹曹　曹　一　一　’

図3　現在の双方向情報システム（収集・加工・還元）
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中村他：2・子ども家庭情報システムに関する現状分析

　（乳幼児健診個々の構報）でこの必膜性があり（図3）、

診療能力情報や病院および施設情報では、一般公衆回線

を利用したシステムでも支障はない。

　　2）コンピュータを介さない情報提供

情報センタ｝は、もともと、他種類の多くの情報を提

供できる能力があって、成立するものであり、提供する

情報源の整備が最も重要な課題となる．

A）提供するための情報源

＊1新聞の切り抜き記事の収集（内部データベース化）

＊＝関連図書・文献の整理

　　図書・文献として（図書室）、内外文献データベー

　　スの購入

＊＝視聴覚資料（瓦udiσ一Visua1）の整備

＊：調査や疫学研究による情報収集

　　厚生省心身障害研究や民間機関のプロ、ジェクト研究

　　への参加・その他主として保健所、市町村との共同

　　蹴
＊；人的情報源

　　医師、保健婦、心理判定員

　　産科・婦人科の専門知識、小児科専肉の知識、予防

　　接種の専門知識周産期の専門知識r般母子保健

　　の専門知識

＊＝その他の情報収集

　　他の保健機関・医療機関、相談機関との連携

＊：施設見学とインタビュー

＊：乳幼児健診、子育てグループヘの参加、一般の母親

ネラトワーク

外医療機関

　　たちから意見を収集

＊：在日外国人向け、外国語診療のできる医師（内部資

　　料）、各種リーフレット作成（計画）

　要するに、コンピュータ上のデータベースから耳学問

まで、幅広い情報の収集が必要である。

　（4）今後の課題

　母子保健サービスセンター㈱業は、広く母
子保健医療のみならず、社会全般にわたっており、その

求められる情報の範囲が極めて広い（図4）。現在コン

ピュー声に乗った情報の一つは、都内病院の小児専門外

来および通園等の施設の案内（ディレクトリー情報）で

あるが、クローズドネシト内への提供に限られるため、

利用される頻度が低い（コスト・パフォーマンスが極め

て低い）。これらは、必ずしもプライバシーの問題とは

開係がないものであ甑広く一般の医療・保健機関での

利用を求めるべき性格のものである。今後の方向として、

r般公衆回線によるパソコン通信を介した情報提供など

へ踏み切る必要がある占コンピュータに乗った情報シス

テムとして、現在その価値が広く認められつつあるもの

は、産科およひMCUの．愚者デ，タベースであり、閥題に

なるプライバシーの間題はクリアーできている。このデ

ータベースは図3に示したように、医療・保健の新たな

問題を探る上で、疫学的な価値は極めて大きい。現在7

年間にわたるデータの積み上げがあり、多くの疫学的な

示唆を得ており、マスコミ等でも取り上げられている。

この情報は機密性が高く、現在の専用回線によるクロー

、“、、

、　、、、、￥

体
関

都保健所
秒トワーク

図4　他機関との連携
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ズドネットワーク以外では扱えない。

　センターの情報聖業の抱える問題点を列挙すると、

1）一般公衆回線を介した情報を併用

2）他情報センターからの情報収集

　民間コンピュータ通信局（NIF買一SERVEなε）への加

入、インターネットヘの加入など、情報センターが情報

センターとして機能するために、情報の収集源を確保す

る必要がある。しかし、雛、契約夕予算上の問題で、

他の機関とのコンピュータ通信は一つ（国立婦人教育会

館）を除いて、接続できない状況である。

3）集積された医療の情報が、十分活用されているとは

言いがたい。センターにおける疫学的分析は広く評価さ

れるよ うになった瓜現在ネットワーク病院の医師は自

由に全データ、自施設データを利用することが可能にな

っている蹴まだまだ利用者が少ない。
4） ネットワーク機関以外の研究者へどこまで情報を

提供しうるか、まだ十分な検討群できていない。

5）医療機関からの患者情報以外のデータの収集、入力

などの体系が未完成である。

6）専用回線を使ったクローズドネットのため、他機関

とのデータの共有ができない。

2　婦人教育情報センター

　（1）システムの特徴

　国立婦人教育会館は国立研究施設として指定されてお

り、婦人教育の振興に限らず、研穿施設としての専門的

調査研究の充実という国の方針に従って運営されている。

　専門図替室を開設以来約10年間のうちに収集・蓄積し

た国内外の女性と家族に関する分野の資料を1987年より

データベース化し、1991年から、オンライン惰報検索サ

ービスWmEr（Women”s工nfon賦tion　Ne加ofk　System）を

開始した。

　WIM弧は一般公衆回線を利用したオープンネットワー

クであるが、接続対象は機関・組織に限定されている。

　（2）運営と利用の状況

　　1）W工1Erの衡充機関と挫齪共稲倖匠

　WI甑丁の概要は図5に示すとおりである。接続対象は、

①婦人教育施設及び婦人関連施設、②社会教育施設、③

文部省及ひ敬育委員会、④婦人間題を所管する国及び自

治体の関係部局、⑤女性及び家族に関する教育・・研究を

行っている大学の図書館・図書室及び研究機関、⑥その

他・館長が必要と認める機関・組織となっている。接続
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図5WINET（女性学習情報システム）構成図
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　　国立婦人教育会畑婦人教育情報センター
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対象を限定しているのは、現在は無料である利用料が将

来的に有料になる可能性があるなどWI冊rのシステムの

提供の仕方にまだ未確定な要素があるためである。従っ

て・現在のところ後述する厳密な意味のオープンネット

ワークではない。1994年12月15日現在、接続機関数壷溜

7でこの数は徐々に増加している。

　提供している情報内容は、文献情報データベース、学

習情報データベースの他に、統計データベースが平成7

年度がら提供される。統計データベースは基本統計とし

て政府が行っている調査が7種類、女性に関するあらゆ

る分野の統計が公民問わずに最新年度分から提供される。

　また、WINET－BBSでは電子掲示板を中心とする双方向

通信システムを1994年に開局している。ここでは短期間

に変更が予測される情報や世界婦人会議などからの最新

情報が流される。また、電子メールを利用した接続機関

相互の情報交換の場も提供される予定である。

　　2）データベース作成手順

　データベース作成手順を図6に示す。

　婦人教育情報センターでは、データベースの構築に先

立って、独自のr婦人教育シソーラス」の開発を行った。

文　献箭　報

　　　収　　築
閃轟・地力行政礎料　　　腰功紀耶 圖　駈闘飾

鯉釦騨麟
＼ ／：舵題分析3分斑寸・，与
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その理由の主なものは・①造語や新語が多い女性及び家

庭の分野では用語統一の必璽がある、②女性学、女性問

題等の領域の概念を整理・体型化する、③セクシズムに

基づく用語を排除するの主つである。開発にあたっては、

学術情報センターの目録を手直ししている。

　WINETの理念の一つに、対象とする情報は、網羅的・

包括的であワ、かつ女性の視点で収集・整理された情報

であること」女性に対する偏見を是正する方向ぞ情報提

傑がなされること があげられており、この理念にそって

シソーラスの開発が行われている。

　同情報センターの専任職員は9名で」資料収集、整理、

内容の分祈、キーワードの付与、入力、レファレンス・

サーごスを協業体制（一定期間、同じ作業に携わるので

はなく・曜日によづて担当が変わっていく体制）により

行っている。その他、外注（新聞情報クリッピング）、

アルバイト、ボランティア等外部スタッフの協力もある。

文献情報は週1回データが更新されている。

　データベース作成にあたっている専門職員の数は少な

いが、その技量が均等であるため（全員が司書）、作業

の質は高い・また・レファレンス・サービスをデータベ

　掌　轡　箭　惟

劃アン外卜簾
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臼

圖
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図6WINETデータベース作成手順
資料3『婦人教育窮報センターサービスの撒
　　田立婦人教育会錠嫡人敏育情報センター
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一ス作成者が行っているため、データベースの使い勝手

をフィ」ドバックすることができる。また、レファレン

ス兜サービスを通じて必要なキーワードが判明した場合

は即座にそのキーワードを付与するという柔軟性も見ら

れる。

　3）WIN訂ハードウェアの構成

　WIMぼのハードウエアの構成は、中型汎用コンピュータ

をホストとしたシステムである。1994年12月にコンピュ

ータの機種更新をし、ディスク容量を10GBから20GBに増

設した。また研修や図書館利用者が使えるよう端末を19

台から60台に増設した。

　予算としては、ハード使用量として月間約360万円、ソ

フト開発費として年間約500万円と、規模の割には低予算

である。

　4）利用の状況

　WIM汀の利用の方法は、①オンラインで直接WI㎜を利

用する、②電話、文書等によりオフラインでレファレン

ス・サービスを利用する、③直接来館して利用する、が

ある。先に述べたように、WI皿の接続機関の数は増加の

傾向にあるが、オンラインで情報が検索されることは少

なく、大学図書館などの利用がある程度で、ほとんどは

口頭、電話、文書によるレファレンス・サービスによる

利用である。

　婦人教育サービスセンターが提供している主なサービ

スは以下の通りである。

　①レファレンス・サービス

　②オンラインサービス（WI撒に接続し、検索する〉

　③文献複写サービス

　④梼報研修プログラムあ提供

　①、③の利用の動向を図7に示す。文献複写サービス

　　　　　単位・千
　　　　　　1．6

1，4

1．2

　　1件

　0、8
数
　0．6

0．4

0，2

0

ロレファレンス件数

よりもレファレンス・サービスの利用がはるかに多恥。

レファレンス・サービスの利用は・個人・婦人会館等・

婦人問題担当部局、大学・短大・研究機開の順に多く、

その内容は文献調査、事実調査が多い。文献複写サービ

スの利用は、大学・短大・研究機関、個人が多い。レフ

ァレンス・サービスの利用者の特微としては、遠隔地か

らの利用が多い。

　会館の性格上、研修等で会館を利用し、情報センター

に入室する利用者は多く、平成5年で5，419人であった。

この来室者もW㎜を直接検索することができるが、検索

上の闇題点は次の項で述べることとする．

　（3）システムの動向と課題

　　1）検索方法の難解さ

　ネット数は237と増加の傾向にあるにもかかわらず、実

際のオンライン検索の数は増えていない。その利用のほ

とんどは大学図書館等である。

　直接検索件数洲申びない理由としては、検索方法の複

雑・難解さがあげられる。

　図書データベース構築にあたっては、学術情報センタ

ーの目録・所在情報サービス（UACSIS－C醍）を利用してい

る。．酷（沿IS－C寛丁は学術情報センターと大学図轡館間をオ

ンラインで結び、全国規模の総合目録データベースを作

成するシステムであるが、このシステムと接続するこ と

により、データフォーマッ トを標準化し、入力作業の軽

減化と会館資料の共有化を図ること、大学所蔵資料の把

握により婦人教育会館の調査研究的機能を強化すること

をねらいとしている．しかし、検索の主要な方法は独自

のプログラミングでコマンドを入力する方法で、現在一

般に普及している検索方法とは開差が生じ、利用したく

ともその利用方法を覚えるのが容易ではない。．そのため

　　　　　　十情報検索数　　　複写件数
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図7　婦人教育情報センター各種サービスの件数

『91　　　，92　　　’93

注二 認響翫襯野趨馨驚
　のデータを加え、騎那作成し直したo

一110一



中村他：2．子ども家庭情報システムに闘する現状分析

に同センターでは実地研修プログラムを利用者の希望に

応じた時間・ 内容で実施している．

　センターとしては対象者を制限していないが、図書館

司書や情報担当者など専門職にある人や、同会館で研修

を行っている人など、その研修を受けられる人は職種的、

時間的、地理的な制約を受けることとなる。又、そのよ

うな研修を受けないと利用できない難易度自体に問題が

ある。WIM汀への接続可能時間が平日の日中に限られてい

ることも、利用する人を制限する理由の一つとなづてい

る。日常的な業務がある場合など、検索をじっくりやれ

るのは夜聞などになるが、その時間帯は利用ができない

のでは、検索の方法に慣れることもできない。この点に

ついては、、コンピュータシステムの更新によるサービス

時間帯の拡張の方向1〕やわかりやすいマニュアルの改善

が課題として示されている2〕。

　　2）レファレンス・サービスとの関連性

　又、直接検索が伸びない理由として最も大きいものは

レファレンス・サービスが充実していることにあると考

えられる。これはこの情報センターの短所ではなく、長

所として扱われるべき項目であるが、質の商いレファレ

ンス・サービスがあるために、自分で煩雑な検索方法を

覚えるよりもそのサービスを利用する方が簡単でかつ適

切な情報を得ることができるためである。・

　このレファレンス・サービスの特長については後述す

るが、検索上の課題を考えるならば検索方法の見直しが

必要となってくるであろう。現在のレファレンス・サー

ビスの利用件数では十分な対応が可能であるが、利用件

数の増加と共に、利用者の直接検索を中心とする方向に

移行しなければならないだろう。

　　3）ネットワークの多様化

　本調査時においても強調され、また卿1遡丁一国立婦人

教育会館女性学習情報システムの構成とその特徴一』に

おいても示されているのが3》、国際化を意識したネット

ワーク化である。その主旨は海外からの問い合わせが増

えてきていることを受け、国外への情報発信もできるよ

うに海外向けデータベースを作成し、国際化を意識して

発展させていくことである。海外のデータベースや関連

団体とのネットワーク化も検討されている。

　また、将来的にはインターネットなどを利用すること

により、他のネットワークとの相互乗り入れを可能にす

ることが計画されている。現在は独自のネットの組み方

を行っているが、他のネットワークとの相互乗り入れを

考えるとき、現在のシステムについては再構築（検討）

が必須となるであろう。

3　考察

　（1）両機関の特徴

今回調査した機関は、それぞれに特徴がある。その概

要について先ずふれる。

　　1）母子保健サービスセンター

　騰サービスセンターは、開設以納7年になる
が、このセンターの憎報システムは汎用コンピュータを

ホストにおいた集中型のシステムであり、しかも専用回

線によるクローズドネヅトワークを組んでおり、業務上

の情報提供システムの範囲を脱していない。今後プライ

バシーの問題をクリアしているディレクトリー情報につ

いては、碁般公衆回線によるパソコン通信を介した情報

提供について検討する必要性が認められた。近年の著し

いコンピュータやマルチメディア環擁の発達を考慮した

対応が求められる斌これに十分追従できていない組織、

人員、財政等々の問題を多く抱えている。

　　2）婦人教育情報センター

　婦人教育情報センターは、 国立婦人教育会館附属図書

室としてスタート後、約10年の準備期間を経てデータベ

ースを構築し、臓NETを開設後、3年が過ぎたところであ

る。同センターに収集された女性と家族に関する幅広い

分野の豊富な資料がより広く活用されるために、このシ

ステムが利用されている。ネット対象者は組織・機関に

限られており、厳密な意味でのオープンネットワークで

はないが、接続対象でなくても、同センターのレファレ

ンス・一 ービスを通じて間接的にこのWINETを活用するこ

とが出来る。

　WI蹴がより広く活用されるためには接続の方法、検索

の方法などにおいて、より普遍的な方法に再編されてい

く必要性と課題を抱えている。

　（2）課題の分析
　本研究所の子ども・家庭データバンク事業と関連づけ

ながら、これらの調査結果に基づいて現状の動向、1問題、

課題を考察すると、以下の通りである。

　　1）集積情報活用のための提供システムと

　　　提供のための情報集積システム

　本研究所の子ども・家庭データバンク事業は、我が国

や諸外国における子どもと家庭に関する動向を継続的に

把握し、今後の子どもをめぐる家麗、社会、文化等の環

境」特に児童福祉、母子保健のあり方を検討する素材を

提供することを目的として、1989年に創設された。具体

的には、調査研究情報システム、文献情報システム、図

書情報システムの3つの情報システムを構成し、特に文

献情報システムを最重点にしてスタートした。それが可
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能であったのは、本研究所が創設以来約50年余にわたっ

て図書室業務を通じて着実に集積してきた文献の存在が

ある．即ち、この事業においては集積情報活用のための

提供システムの構築が可能であった。

　当時全国的に各分野において、必要な情報をコンピュ

ータ・ネットワークシステムを通じて提供することへの

二一ズが高まってきた中で、この事業の重要な役割とし

て、これらの情報システムをコンピュータ・ネットワー

クシステムとして運用する考えが積極的に導入された。

しかし、ホストコンピユータによるシステムではなく、

より小規模のコンピュータシステムから出発した。

　両機関の調査結果を踏まえ、その特徴についてあらた

めて検討するとき、集積情報活用のための提供システム

と提供のための情報集積システムという相違が、その後

の事業の進展に影響を及ぽすことが示唆された。婦人教

育情報センターは、その母胎である婦人教育会館の専門

図書室としてスタートした。この点は、本研究所の経緯

と類似している。しかも、国立研究施設として専門的調

査研究の充実という国の方針に沿って運営されるという

点では、短期間とは言え、安定した組織と運営を通じて

集積情報を活用するシステムヘ進展させることを可能に

レた。 今日では、コンピュータシステムのスケールもま

た、本研究所の事業とは比較にならぬ程大きい。

　母子保健サービスセンターは、東京都における情報提

供サービスの充実という重要な目的を果たすため、同時

的に情報を集積し且つ提供するという大規模なシステム

としてスタートした。情報を集積するノウハウを新しく

構築すると共に、きわめてスケールの大きいコンピュー

タシステムを構築するという二つの機能を常に堅持する

ための運営上のコストは膨大であった。その円滑な運営

に財政上の支障を来すと、このシステムを所期の目的通

りに機能させることは、難しくなりがちである。この時

期に大規模なコンピュータシステムを構築してスタート

し、その後このような財政的課題に直面したところでば

規模の縮小化に迫られる事態を回避することができない

ところが多くみられた。提供のための情報集積システム

の構築という特徴を持つ機関においては、汎用コンピュ

ータをホストにおいた集中型のシステムの見直しがすす

むとともにレコストダウンが一層すすむハード面の再構

築の課題が生じやすくなると考えられる。

　集積悔報を活用しで提供するシステムにおいても、大

なり少なりこの間題に常に直面する。しかし、情報集積

と情報提供とをそのバランスの中で機能させる点で、や

や安定性が高く、適切な規模で展開させることや、長期

ビジョンもそれを踏まえつつたてていくことは可能であ

る。これらのデータバンク事業、情報システム事業は、

ある意味での試行錯誤の時代を経て、やや成熟化した時

代に入ろうとしている。本研究所の今後の方向性を検討

する際、また他のデータバンクやシステムのあり方を考

える際、これらの動向は参考にする点が多く含まれてい

るように思われる。

　　2）クローズドシステムとオープンシステム

　情報葉積をする必凄性や集積内容は、言うまでもなく

提供の必腰性と提供内容とに密接に連動している。何を

誰に提供するかは、それぞれの事業の主旨にかかわって

くる。両機関の調査及び本研究所の事業を通じて、この

点で今後の課題として指摘されることは、情報システム

におけるクローズドネットワークか、オープンネットワ

ークかの問題である。クローズ、 オープンの意味は、通

常次の二点で用いられている。第一には、ハードやソフ

トにおける異なる機種間の接続が不可能な場合をクロー

ズド、可能な場合をオープンという場合であり、第二に

は、利用者やアクセスの対象者を限定・制限する場合を

クローズド、制限なく開放することをオープンという場

合である。ここでは、第二の意味で以下に用いる。

　雛、母子保健サービスセンターにおいては、 データ

ベース槽築に関して、必要なデータの収集に困難な課題

を抱え、またデータの均一性に問題があることが指摘さ

れている。その背景として、利用機関や利用者が限定さ

れており、データの公開やデータの共有が難しいことが

ある。地方自治体としての行政の一環としてセンタ」が

機能する点でクローズドの性格を持たざるを得ず、他方

幅広く市民に利用されるためには、データが限られてい

る点で、オープン化のメリヅトを活用しきれない。また

婦人教育情報センターでは、豊富に集積されているデー

タの活用のウェイトがむしろレファレンス・サービスに

傾く面があり、 現状においては利用者の直接検索がオー

プン化されていない課題が指摘されている。しがし、当

センターの基本的目的からみて、全国的にオープン化さ

れた機能を強化することは、今後必要でありまた可能で

あろう。

　本研究所の事業においては、 集積されている情報は基

本的にはクローズドのものはなく、すべての内容をすべ

ての人に提供できる性質のものである。しかし集積上の

内容は、事実上研究者や行政担当者等の専門家が最も利

用し得るものであり、現に事業のPRは、これら専門家

をターゲットにしている。本事業が国庫補助事業の一環

であるとは言え、調査した両機関と異なり、公的貰任の

ウェイトは低い。しかし、両機関のサービスの内容や方

法をあらためて検討すると、本事業のシステムとして近
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年特に子育て家庭支援が求められている状況の中で、一

般の人々に対する子ども家庭情報のうち、育児情報、緊

急サポート情報等まで今後拡大するかどうかが、一つの

課題となるであろう。この点については、他の調査を加

えながら今後検討を進めていく必要がある。

　　3）ネットワークにおける双方向性

　本研究所の事業がスタートした時期、情報提供のシス

テムは・専らある拠点がセンターとして存在し、そのハ

ード及びソフトシステムを中心に、アクセスしてきた利

用者にインプットされているデータの中から必婆な情報

をアウトプットするというものが主であった。しかし、

その後急速に進歩するハード・ソフト技術の開発、マル

チメディアの進展により、情報提供の量と質は格段に変

化し？つある。この点で、上述の検討課題にも関連する

コンピュータ・ネットワークシステムの再検討は、本事

業の今後のあり方を検討する上で不可欠のものとなりつ

つある6特にオンラインとオフライン、片方向性と双方

向性のあり方が重要である。

　先ずオフラインとオンラインについてであるが、母子

保健サービスセンターはオンラインを基本原則としたシ

ステムであり、婦人教育情報センターは、オンライン、

オフラインを併用している。本事業においては、ホスト

コンピュータシステムによる構築の構想があったが、そ

の途上においても上述のように小規模なシステム（TAU

Timely㎜DEL－68）でスタートすることとなった。このシ

ステムにおいても、電話回線のモデムを通じたオンライ’

ンシステムは可能であるが、しかしその経緯からみて、

また情報集積及び情報提供の両システムの規模からみて、

その効果は十分に期待されない。この点で、本研究所に

おける直接検索及びレファレンス・サービスのより有効

なあり方については、今後の調査を継続する中で検討を

重ねる必婆がある。また図書情報システムと違動させて

いくメリットを活かしたオフラインサービス（レファレ

ンス・サービスを含む）並びに既に実績を上げっつある

のrR㎝提供サービスは、鵜業の独自的な位置づけを明

確にできるメリットを持っている4）。

　一方、ネットワークにおける片方向性と双方向性につ

いてみると・両機関とも今後その方向へ指向している。

オンラインにおける双方向性は、今や必然的な流れであ

り、婦人教育情報センターのW工㎜一BBSをはじめ、パソコ

ン通信の利用二一ズとその対応は、今後特に重視されよ

う。しかし、本事業においてこれをすすめるためには、

むしろ集積情報の方法や内容が従来のままでは難しい。

この点については、本格的な検討が必要である。

　　4）レファレンス・サービスの重要性

　両センターの調査を通じて最も有効に機能していると

考えられたのは、レファレンス・サービスの充実であっ

た。これはコンピュータの操作に不慣れな利用者が、レ

ファレンス・サービスを利用し、間接的にシステムを利

用しているものであるが、オンラインで検索をする方法

を習得し、検索をする手間を省くという時間削減のメリ

ット以上に、サービスを行う人の人的情報が加味され、

的確でかつ広範囲な情報を収集することができる。情報　・

はコンピュータの中に蓄積された内容だけが機能するの

ではなく、それを効果的に検索し、提供できるサーチャ

ーのテクニックとサーチャーの中に蓄積された人的情報

があって、初めて生きた情報になることが示された。

　同時に重要なことは、情報の提供者が情報を収集する

手段を確保しておくことである。提供者の持つ内容だけ

では十分な情報を提供できない場合、どこに問い合わせ

れぱどういう情報を得られるかという、情報提供者間の

ネットワークも必要である。上述の検討課題とも関連す

るレファレンス・サービスの展開について、本婁業にお

いてもその充実が求められる。特に本事業におけるキー

パースン、コーディネーターとなり得る職員の充足は欠

かせない。
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